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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩の両方と、粘着剤成分とを含有し、
　上記過塩素酸塩が、過塩素酸ナトリウム、過塩素酸カリウム及び過塩素酸リチウムの群
から選択される少なくともいずれかであり、
　上記粘着剤成分が、アクリル系共重合体（Ａ）と、脂肪族系および／または脂環族系の
多官能イソシアネート系化合物および／または多官能イソシアヌレート系化合物（Ｂ）と
、ケト－エノール互変異性を生じる化合物（Ｃ）とを含むことを特徴とする表面保護フィ
ルム用粘着剤組成物。
【請求項２】
　さらに、過塩素酸リチウム以外のリチウム塩を含有してなる請求項１に記載の表面保護
フィルム用粘着剤組成物。
【請求項３】
　前記カチオン系界面活性剤の含有量が、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩と前記アク
リル系共重合体（Ａ）の合計量の０．２～７質量％を占める量であり、前記過塩素酸塩の
含有量が、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩と前記アクリル系共重合体（Ａ）の合計量
の０．１～５質量％を占める量である請求項１又は２に記載の表面保護フィルム用粘着剤
組成物。
【請求項４】
　前記過塩素酸リチウム以外のリチウム塩の含有量が、カチオン系界面活性剤と過塩素酸
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塩と前記アクリル系共重合体（Ａ）の合計量の０．１～２質量％を占める量である請求項
２又は３に記載の表面保護フィルム用粘着剤組成物。
【請求項５】
　前記アクリル系共重合体（Ａ）が、水酸基を含有する共重合可能な単量体を全単量体中
において０．１～８質量％を占める量、およびエーテル基を含有する共重合可能な単量体
を全単量体中において０．５～１０質量％を占める量で含む（メタ）アクリル酸アルキル
エステル単量体を主成分とする単量体組成物からなるアクリル系共重合体である請求項１
～４の何れか１項に記載の表面保護フィルム用粘着剤組成物。
【請求項６】
　プラスチックフィルム基材の表面に請求項１～５の何れか１項に記載の表面保護フィル
ム用粘着剤組成物からなる粘着剤層を有することを特徴とする表面保護フィルム。
【請求項７】
　請求項１～５の何れか１項に記載の表面保護フィルム用粘着剤組成物の製造に用いられ
る粘着剤用重合体組成物であって、
　カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩の両方と、粘着剤用重合体とを含有してなり、
　上記過塩素酸塩が、過塩素酸ナトリウム、過塩素酸カリウム及び過塩素酸リチウムの群
から選択される少なくともいずれかであり、
　上記粘着剤用重合体が、水酸基を含有する共重合可能な単量体を全単量体中において０
．１～８質量％を占める量、およびエーテル基を含有する共重合可能な単量体を全単量体
中において０．５～１０質量％を占める量で含む（メタ）アクリル酸アルキルエステル単
量体を主成分とする単量体組成物からなるアクリル系共重合体であることを特徴とする粘
着剤用重合体組成物。
【請求項８】
　さらに、過塩素酸リチウム以外のリチウム塩を含有してなる請求項７に記載の粘着剤用
重合体組成物。
【請求項９】
　カチオン系界面活性剤の含有量が、組成物の固形分の０．２～７質量％を占める量であ
り、過塩素酸塩の含有量が、組成物の固形分の０．１～５質量％を占める量である請求項
７又は８に記載の粘着剤用重合体組成物。
【請求項１０】
　過塩素酸リチウム以外のリチウム塩の含有量が、組成物の固形分の０．１～２質量％を
占める量である請求項８又は９に記載の粘着剤用重合体組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着剤用重合体組成物、表面保護フィルム用粘着剤組成物および表面保護フ
ィルムに関し、さらに詳しくは、プラスチック製品や金属製品の保護に適した適度な粘着
力と剥離性に優れ、かつ帯電防止性を有する表面保護フィルム用粘着剤組成物の製造に有
用な粘着剤用重合体組成物、表面保護フィルム用粘着剤組成物、および該組成物からなる
粘着剤層を有する表面保護フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、プラスチック板や金属製品などの表面を保護するために表面保護フィルムが広
く使用されている。該表面保護フィルム用粘着剤としては、耐候性や透明性の点からアク
リル系粘着剤が多く使用されている。アクリル系粘着剤としては、（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステル単量体とカルボキシル基、水酸基またはエポキシ基などの官能基を含有す
る単量体とを共重合させた重合体を、ポリイソシアネート化合物、メラミン樹脂、エポキ
シ樹脂あるいは金属キレート化合物などで架橋させたものが使用されている。これらの表
面保護フィルムの被着体である偏光フィルム、プラスチック板、家電製品、自動車、さら
に電子機器などは、静電気対策、埃などの汚れの付着防止という観点から帯電防止性が必
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要とされていることから、表面保護フィルムにも同様に帯電防止性が要求されている。
【０００３】
　しかしながら、従来のゴム系粘着剤やアクリル系粘着剤は帯電防止性を有していないた
め、これらの粘着剤からなる粘着剤層を有する表面保護フィルムは、被着体からの剥離時
において、静電気による電子機器などへの影響や、埃などの汚れが付着しやすいなどの問
題がある。
【０００４】
　上記の問題を解決するために多くの手段が検討されてきた。例えば、特許文献１では第
４級アンモニウム塩と層状珪酸塩を含有する熱可塑性樹脂もしくはゴムからなる粘着剤組
成物が開示されている。しかし、このような粘着剤組成物では、様々なプラスチックフィ
ルム基材に塗布して表面保護フィルムを得ることはできない。また、特許文献２ではプラ
スチックフィルム基材に第４級アンモニウム塩を含む帯電防止剤層を形成し、その上に粘
着剤層を形成した帯電防止性粘着シートが開示されている。しかし、この帯電防止性粘着
シートの場合には、上記の２層を個々に形成させなくてはならず実用的ではない。
【０００５】
　さらに、特許文献３ではエーテル結合および／またはエステル結合を含む化合物、およ
びエーテル結合および／またはエステル結合を含む（共）重合体の群から選ばれた少なく
とも１種、ならびにアルカリ金属またはアルカリ土類金属塩類を、アニオン吸着能を有す
る化合物でアニオンを吸着して得られる成分を含有することを特徴とする制電性組成物が
開示されている。しかし、この特許文献３には、粘着剤用重合体組成物、表面保護フィル
ム用粘着剤組成物としての言及がなされていない。
【特許文献１】特開２００３－１９２９２２公報
【特許文献２】特開２０００－２７３４１７公報
【特許文献３】特開２００３－２７７６２２公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、優れた帯電防止性を有し、ポットライフが長く作業性が良好で、適度
な粘着力を有し、経時的粘着力変化が少なく、被着体から剥離後に被着体表面が汚染され
ない表面保護フィルムであって、さらに加熱処理時のフクレやトンネリングの現象のない
表面保護フィルム用粘着剤組成物に適した粘着剤用重合体組成物、表面保護フィルム用粘
着剤組成物および該組成物からなる粘着剤層を有する表面保護フィルムを提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　以上の課題を解決するために、本発明者らは鋭意研究を重ねた結果、カチオン系界面活
性剤と過塩素酸塩との両方を含有させた粘着剤組成物、またさらにリチウム塩を含有させ
た粘着剤組成物を用いることにより、今までに得られなかった良好な帯電防止性を有する
表面保護フィルムが得られることを見出し、さらに、特定の架橋剤とケト－エノール互変
異性を生じる化合物を添加することにより、ポットライフが長いにもかかわらず架橋速度
が速く、養生期間を短縮でき、また、貼付初期と経時の粘着力の差が少なく、さらに、透
明性が良好で剥離後の被着体表面への汚染がない表面保護フィルムを与える粘着剤組成物
が得られることを見出し、本発明に至った。
【０００８】
　すなわち、本発明は、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩とを粘着剤用重合体中に含有
してなることを特徴とする粘着剤用重合体組成物を提供する。該組成物においては、さら
にリチウム塩を含有してなること；カチオン系界面活性剤の含有量が、組成物の固形分の
０．２～７質量％を占める量であり、過塩素酸塩の含有量が、組成物の固形分の０．１～
５質量％を占める量であること；リチウム塩の含有量が、組成物の固形分の０．１～２質
量％を占める量であることが好ましい。
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【０００９】
　また、本発明の粘着剤用重合体組成物においては、前記粘着剤用重合体が、水酸基を含
有する共重合可能な単量体を全単量体中において０．１～８質量％を占める量、およびエ
ーテル基を含有する共重合可能な単量体を全単量体中において０．５～１０質量％を占め
る量で含む（メタ）アクリル酸アルキルエステル単量体を主成分とする単量体組成物から
なるアクリル系共重合体であることが好ましい。
【００１０】
　また、本発明は、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩とを粘着剤成分中に含有してなる
ことを特徴とする表面保護フィルム用粘着剤組成物を提供する。該組成物においては、さ
らにリチウム塩を含有してなること；粘着剤成分が、アクリル系共重合体（Ａ）と、脂肪
族系および／または脂環族系の多官能イソシアネート系化合物および／または多官能イソ
シアヌレート系化合物（Ｂ）と、ケト－エノール互変異性を生じる化合物（Ｃ）とからな
り、カチオン系界面活性剤の含有量が、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩と上記重合体
（Ａ）の合計量の０．２～７質量％を占める量であり、過塩素酸塩の含有量が、カチオン
系界面活性剤と過塩素酸塩と上記重合体（Ａ）の合計量の０．１～５質量％を占める量で
あること；およびリチウム塩の含有量が、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩と上記重合
体（Ａ）の合計量の０．１～２質量％を占める量であることが好ましい。
【００１１】
　また、上記本発明の表面保護フィルム用粘着剤組成物においては、アクリル系共重合体
（Ａ）が、水酸基を含有する共重合可能な単量体を全単量体中において０．１～８質量％
を占める量、およびエーテル基を含有する共重合可能な単量体を全単量体中において０．
５～１０質量％を占める量で含む（メタ）アクリル酸アルキルエステル単量体を主成分と
する単量体組成物からなるアクリル系共重合体であることが好ましい。
【００１２】
　また、本発明は、プラスチックフィルム基材の表面に前記本発明の粘着剤組成物からな
る粘着剤層を有することを特徴とする表面保護フィルムを提供する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の粘着剤組成物は、適度な粘着力を有し、基材に対する密着性が良く、優れた帯
電防止性を有し、再剥離性やポットライフも良好であることから、偏光フィルム、プラス
チック板、家電製品、自動車および電子機器などの物品の表面保護フィルム用として有利
に使用することができる。また、本発明の粘着剤組成物は、架橋速度が早いことから、表
面保護フィルムの製造に際し加熱熟成したり、室温で長期間養生する必要がなく、表面保
護フィルムの生産性を向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　次に発明を実施するための最良の形態を挙げて本発明をさらに詳しく説明する。本発明
の粘着剤用重合体組成物は、カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩とを粘着剤用重合体中に
含有してなることを特徴としている。該粘着剤用重合体組成物は、これに架橋剤などの必
要な添加剤を添加して、後述する本発明の粘着剤組成物を製造する原料もしくは中間体と
して有用である。
【００１５】
　本発明に使用するカチオン系界面活性剤は、表面保護フィルムに用いられる粘着剤組成
物に帯電防止性を持たせるために必要である。該カチオン系界面活性剤は溶剤可溶なもの
が使用でき、例えば、アルキルアミン塩、第４級アンモニウム塩および構造式は不明であ
るがニューエレガンＡ（商品名、日本油脂（株）製）などが挙げられ、具体的にはステア
リルアミンアセテート、塩化アルキルビス（２－ヒドロキシエチル）メチルアンモニウム
、ラウリルトリメチルアンモニウムクロライドなどが挙げられる。
【００１６】
　カチオン系界面活性剤の使用量は、組成物の固形分の０．２～７質量％を占める量であ
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り、好ましくは１～５質量％を占める量である。使用量が０．２～７質量％の範囲内であ
れば、最終的に得られる粘着剤組成物の粘着物性を損なうことなく、また、粘着剤層の透
明性を維持したまま良好な帯電防止性を有し、カチオン系界面活性剤が、得られる粘着剤
組成物表面にブリードアウトすることはない。
【００１７】
　本発明に使用する過塩素酸塩は、上記のカチオン系界面活性剤を単独で使用した場合、
充分な帯電防止性を得られないが、過塩素酸塩を使用することにより帯電防止効果を向上
させることができる。これに対して上記カチオン系界面活性剤を必要以上に多く使用して
も帯電防止性の向上効果はなく、むしろ粘着剤組成物の粘着物性に悪影響をもたらすが、
過塩素酸塩を併用することによりこのような悪影響は解消される。該過塩素酸塩としては
、過塩素酸ナトリウム、過塩素酸カリウム、過塩素酸リチウムなどが挙げられる。その使
用量は組成物の固形分の０．１～５質量％を占める量である。添加量が０．１～５質量％
の範囲内であれば、粘着剤組成物の粘着物性を損なうことなく、また、表面保護フィルム
における粘着剤層の透明性を維持することができる。
【００１８】
　上記本発明の粘着剤用重合体組成物は、さらに過塩素酸リチウム以外のリチウム塩を含
有することが好ましい。ここで使用するリチウム塩は、上記のカチオン系界面活性剤と過
塩素酸塩とを併用した場合より、最終的に得られる表面保護フィルムにさらなる優れた帯
電防止効果を与えることができる。このようなリチウム塩としては、例えば、トリフルオ
ロメタンスルホン酸リチウムやリチウムビストリフルオロメタンスルホンイミドなどが挙
げられる。その使用量は、組成物の固形分の０．１～２質量％を占める量である。使用量
が０．１～２質量％の範囲内であれば、粘着剤組成物の粘着物性を損なうことなく、また
、表面保護フィルムにおける粘着剤層の透明性を維持することができ、経済的にも良好な
範囲である。
【００１９】
　従来、帯電防止剤を含有しないアクリル粘着剤からなる粘着剤層の表面抵抗は１０15～
１０16Ωであり、帯電防止剤と言われる各種界面活性剤をアクリル粘着剤に添加した場合
、両者が混合しなかったり、粘着剤の粘着物性に悪影響を与えたり、与えないまでもその
表面抵抗は１０13～１０14Ωと帯電防止効果が少なかった。カチオン系界面活性剤と過塩
素酸塩と、あるいはさらにリチウム塩を用いる本発明により、粘着剤層の表面抵抗は１０
7～１０11Ωとなり、粘着剤層が優れた帯電防止性を有するようになる。
【００２０】
　以上のカチオン系界面活性剤、過塩素酸塩およびリチウム塩は、粘着剤用重合体の製造
時の単量体中に存在させてもよいし、重合反応媒体中に存在させてもよいし、得られる重
合体中に添加してもよく、何れにしても帯電防止効果には全く差異はなく、上記添加時期
は適宜に選択することができる。
【００２１】
　上記カチオン系界面活性剤および過塩素酸塩、あるいはさらにリチウム塩が添加される
粘着剤用重合体は、ゴム系、アクリル系およびウレタン系粘着剤などが挙げられるが、好
ましくはアクリル系共重合体である。好ましいアクリル系共重合体（Ａ）は、（メタ）ア
クリル酸アルキルエステル単量体を主成分とし、水酸基を含有する共重合可能な単量体組
成物およびエーテル基を含有する共重合可能な単量体組成物を共重合してなる共重合体で
あり、必要に応じてカルボキシル基を含有する共重合可能な単量体組成物を共重合するこ
とができる。なお、本発明の特許請求の範囲および明細書における「（メタ）アクリル」
という用語は、「アクリル」および「メタクリル」の双方を意味する。
【００２２】
　上記（メタ）アクリル酸アルキルエステル単量体としては、アルキル基の炭素数が４以
上のものが好ましく、より好ましくは４～１４のものであり、具体的には、ブチル基、ペ
ンチル基、ヘキシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基を有
する炭素数４～１４のアルキルアルコールと（メタ）アクリル酸のエステル化合物からな
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る単量体であり、これらより選ばれる少なくとも１種を使用することができる。なお、ア
ルキル基は直鎖でも分岐鎖でも使用することができる。該（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステル単量体の使用量は、全単量体中において６７．７～９９．０質量％を占める量であ
る。使用量が６７．７質量％より少ない場合は、最終的に得られる粘着剤組成物の粘着力
が低くなり、表面保護フィルムとした場合に被着体からの浮きや剥れを生じやすい。
【００２３】
　本発明に使用する水酸基を含有する共重合可能な単量体としては、具体的には、２－ヒ
ドロキシエチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性（メタ）アクリレート
、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレートおよびポリプロピレングリコール（メタ
）アクリレートなどが挙げられ、これらの群より選ばれる少なくとも１種を使用すること
ができる。水酸基を含有する共重合可能な単量体の使用量は、全単量体中において０．１
～８質量％を占める量であることが必要である。好ましくは０．５～６質量％、より好ま
しくは１～５質量％を占める量である。その使用量が０．１質量％より少ない場合、後述
する架橋剤（Ｂ）を添加した場合に架橋点が少なく十分な凝集力が得られず、表面保護フ
ィルムを作成した場合には、該表面保護フィルムを物品表面に貼着しその剥離後に粘着剤
層の凝集破壊により被着体へ粘着剤の転着が起こる。一方、その使用量が８質量％より多
い場合は、粘着剤組成物の製造時にゲル化を起こしやすい。また、粘着剤組成物を調製す
る際に架橋剤（Ｂ）を添加したときには、ポットライフが短く作業性に問題があり、また
、共重合体（Ａ）の凝集力が高くなり過ぎて粘着力が低下して、粘着剤層の基材に対する
密着性が悪くなる。
【００２４】
　本発明に使用するエーテル基を含有する共重合可能な単量体としては、具体的には２－
メトキシエチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、ブト
キシエチル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレートおよびアクリ
ロイルモルフォリンなどが挙げられ、これらの群から選ばれる少なくとも１種を使用する
ことができる。エーテル基を含有する共重合可能な単量体の使用量は、全単量体中におい
て０．５～１０質量％を占める量であることが必要である。好ましくは０．８～８質量％
、より好ましくは１～５質量％を占める量である。その使用量が０．５質量％より少ない
場合、粘着剤層の帯電防止効果が経時で低下する。使用量が０．５～１０質量％の範囲内
であれば粘着剤層の帯電防止効果は維持され、経済的にも良好な範囲である。
【００２５】
　本発明において必要に応じて使用するカルボキシル基を含有する共重合可能な単量体と
しては、具体的には、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、イタコン酸、
無水イタコン酸；およびマレイン酸、イタコン酸の炭素数１～１２の直鎖または分岐鎖を
有するアルコールとのハーフエステルなどが挙げられ、これらの群より選ばれる少なくと
も１種を使用することができる。カルボキシル基を含有する共重合可能な単量体の使用量
は全単量体中において０～０．３質量％を占める量であることが好ましい。その使用量が
０．３質量％を超える場合、最終的に得られる粘着剤組成物のポットライフが短くなり、
表面保護フィルムの製造時における作業性に問題が生じる。
【００２６】
　上記の単量体組成物からなる共重合体は、通常の塊状重合、溶液重合、懸濁重合または
乳化重合などで製造することができるが、好ましくは溶液重合である。溶液重合における
溶剤としては、酢酸エチル、トルエン、ヘキサン、アセトンなどの通常の有機溶剤を使用
することができる。また、重合に使用する重合開始剤は、ベンゾイルパーオキサイド、ラ
ウロイルパーオキサイドなどの過酸化物、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスバレロ
ニトリルなどのアゾビス化合物などの油溶性の開始剤を使用することができる。
【００２７】
　共重合を溶液重合で行なう場合には、共重合体は有機溶剤の溶液として得られるので、
該溶液をそのまま粘着剤組成物の製造に使用できるので有利である。この際の共重合体溶



(7) JP 4776272 B2 2011.9.21

10

20

30

40

50

液の共重合体濃度は約３５～７０質量％であることが、引き続く粘着剤組成物の製造に有
利である。なお、前記の通り、前記カチオン系界面活性剤、過塩素酸塩およびリチウム塩
は、上記共重合体の製造時の単量体中に存在させてもよいし、重合反応媒体中に存在させ
てもよいし、得られる共重合体溶液中に添加してもよい。また、本発明の粘着剤用重合体
組成物は、固体状でも、分散状態でも、溶液状態でもよいが、上記の理由から有機溶剤の
溶液状態であることが好ましい。
【００２８】
　次に本発明の表面保護フィルム用粘着剤組成物について説明する。本発明の表面保護フ
ィルム用粘着剤組成物は、前記カチオン系界面活性剤と前記過塩素酸塩（またはさらにリ
チウム塩）とを粘着剤成分中に含有してなることを特徴としている。粘着剤成分はゴム系
、アクリル系およびウレタン系粘着剤などが挙げられるが、好ましい粘着剤成分は上記し
た本発明の粘着剤用重合体組成物に使用するアクリル系共重合体（Ａ）からなる。
【００２９】
　本発明の粘着剤組成物は、前記のカチオン系界面活性剤と過塩素酸塩（またはさらにリ
チウム塩）に加えて、架橋剤（Ｂ）を含むことが好ましい。架橋剤（Ｂ）としては、脂肪
族系および／または脂環族系の多官能イソシアネート系化合物および／または多官能イソ
シアヌレート系化合物が挙げられ、具体的には、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソ
ホロンジイソシアネート、それらのアダクト体などのポリイソシアネート系化合物、水素
添加キシレンジイソシアネート、水素添加ジフェニルメタンジイソシアネートなどが挙げ
られ、これらの群から選ばれる少なくとも１種を使用することができる。好ましくはヘキ
サメチレンジイソシアネート系、イソホロンジイソシアネート系化合物およびこれらから
変性されたプレポリマーである。より好ましくはヘキサメチレンジイソシアネート化合物
／イソホロンジイソシアネート系化合物の割合が１００／０～５０／５０の混合物および
これらから変性されたプレポリマーである。
【００３０】
　架橋剤（Ｂ）の添加量は、前記共重合体（Ａ）（共重合体が溶液である場合にはその固
形分、以下同様）１００質量部に対して０．５～７質量部（架橋剤が溶液である場合には
その固形分、以下同様）である。好ましくは１～５質量部である。添加量が０．５質量部
より少ないと、加熱後の表面保護フィルムの粘着剤層の粘着力や高温多湿時の凝集力が低
下し、一方、７質量部を超えると粘着剤組成物のポットライフが短く、該組成物の使用時
の作業性に問題があり、また、架橋が進みすぎて粘着力が低下して表面保護フィルムにお
いてフクレやトンネリング現象が発生する。
【００３１】
　また、本発明の粘着剤組成物は、ケト－エノール互変異性を生じる化合物（Ｃ）を含有
することが好ましい。該化合物（Ｃ）は、前記架橋剤（Ｂ）単独で使用された場合、粘着
剤組成物のポットライフが短く作業性に問題があったが、化合物（Ｃ）を添加することに
より、粘着剤組成物の粘度上昇およびゲル化を抑え、粘着剤組成物のポットライフを長く
することができる。
【００３２】
　化合物（Ｃ）としては、具体的にはアセチルアセトン、アセト酢酸エステルおよびマロ
ン酸エステルから選ばれる少なくとも１種を使用することができる。該化合物（Ｃ）の添
加量は共重合体１００質量部あたり固形分で０．１～１５質量部である。好ましくは０．
５～１０質量部であり、より好ましくは１～７質量部である。添加量が０．１～１５質量
部の範囲内であれば、粘着剤組成物の粘度上昇およびゲル化を抑える効果が得られ、経済
的にも良好な範囲である。
【００３３】
　本発明の粘着剤組成物は、その粘着剤成分として、前記の本発明の粘着剤用重合体組成
物を使用することが好ましいが、前記帯電防止剤を含まない共重合体（またはその溶液）
に、上記架橋剤（Ｂ）および化合物（Ｃ）を加えると同時に、または架橋剤（Ｂ）および
化合物（Ｃ）に添加の前後に前記カチオン系界面活性剤と過塩素酸塩とを添加してもよい
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。その添加量は前記と同様である。カチオン系界面活性剤、過塩素酸塩あるいはリチウム
塩の添加時期は、本発明の粘着剤組成物の帯電防止効果には全く差異はなく、適宜に選択
することができる。
【００３４】
　また、本発明の粘着剤組成物は、その使用の容易性の点から有機溶剤の溶液形態である
ことが好ましい。かかる観点からして粘着剤成分としては、前記本発明の共重合体の有機
溶剤溶液を使用し、該溶液中に前記架橋剤（Ｂ）および化合物（Ｃ）を前記の割合で添加
し、必要に応じて溶剤で希釈することが好ましい。溶液状態である場合の本発明の粘着剤
組成物の濃度は、固形分として３０～５０質量％であることが、表面保護フィルムの製造
工程上好ましい。
【００３５】
　以上の如くして得られる本発明の粘着剤組成物は、該粘着剤組成物の溶液をポリエステ
ルフィルム（２５μｍ厚）に乾燥後粘着剤層厚が２５μｍになるように直接塗工して、９
０℃で６０秒間乾燥させた後、粘着剤層面をシリコーン処理されたポリエステルフィルム
セパレーター（３８μｍ厚）で被覆して、２３℃、５０％ＲＨ中に３日間養生した後の試
料シート（表面保護フィルム）をステンレス板に貼り合わせた時の０．３ｍ／分の剥離速
度における粘着力が０．０５～０．５Ｎ／２５ｍｍ（ＪＩＳ　Ｚ０２３７粘着テープ・粘
着シート試験方法に準じて測定）を有することが好ましい。粘着剤層の粘着力が０．０５
Ｎ／２５ｍｍより低い場合は、表面保護フィルムの被着体からの浮きや剥れを生じやすい
。０．５Ｎ／２５ｍｍを超える場合は、表面保護フィルムを剥がす際に被着体を汚染する
など、再剥離性が悪くなる。
【００３６】
　また、本発明の粘着剤組成物の粘着性を調整する目的で必要に応じ種々のものを本発明
の効果を損なわない範囲で配合してもよい。配合に使用される具体例としては、テルペン
系、テルペン－フェノール系、クマロンインデン系、スチレン系、ロジン系、キシレン系
、フェノール系、石油系などの粘着付与剤、メラミン樹脂、アミン－エポキシ樹脂、酸化
防止剤、紫外線吸収剤、充填剤、顔料、可塑剤、界面活性剤などが挙げられる。
【００３７】
　本発明の表面保護フィルムは、プラスチックフィルム基材の表面に前記本発明の粘着剤
組成物からなる粘着剤層を有することを特徴としている。上記基材としては、例えば、ポ
リエチレン、ポリプロピレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリエステル、ポリ塩化
ビニル、ポリカーボネート、ポリアミド、ポリスチレンなどのフィルムあるいはこれらの
複合フィルムなどが使用できる。該基材に粘着剤組成物を塗布するに先立ち、粘着剤層の
基材に対する密着性を向上させるために基材表面にコロナ処理などを行って使用すること
ができる。また、シリコン剥離剤、ウレタン、シリコンアクリル樹脂などで背面処理され
たプラスチックフィルムを基材として使用することができる。さらに、形成された粘着剤
層の表面に汎用のシリコン剥離紙、シリコン剥離フィルムなどで貼着して、粘着剤層を保
護することもできる。
【００３８】
　本発明の粘着剤組成物の基材に対する塗布は、通常使用されている塗布装置、例えば、
ロール塗布装置などで行なうことができる。塗布量は、使用される用途により異なるが乾
燥後粘着剤層厚として通常５～３００μｍである。乾燥は通常７０～１５０℃、３０～１
２０秒間で行われる。
【実施例】
【００３９】
　次に実施例および比較例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらに
よって制限されるものではない。なお、実施例および比較例において「部」および「％」
とあるのは、特に断りのない限り質量基準である。
【００４０】
［実施例１（共重合体組成物溶液Ａ－１）］
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　攪拌機、温度計、還流冷却器および窒素導入管を備えた反応装置に、窒素ガスを封入後
、酢酸エチル７５部、アセトン１５部、ブチルアクリレート５５部、２－エチルヘキシル
アクリレート２５部、２－ヒドロキシエチルアクリレート５部、２－メトキシエチルアク
リレート１０部および重合開始剤（アゾビスイソブチロニトリル）０．２部を仕込む。攪
拌しながら溶剤の還流温度で７時間反応する。反応終了後、カチオン系界面活性剤（塩化
アルキルビス（２－ヒドロキシルエチル）メチルアンモニウム）３部、過塩素酸ナトリウ
ム２部およびトルエン９５部を添加して室温まで冷却する。粘度３，５００ｍＰａ・ｓ、
固形分３５％である共重合体組成物溶液Ａ－１を得た。
【００４１】
［実施例２～４および比較例１～４（共重合体組成物溶液Ａ－２～Ａ－４およびＡ－６～
Ａ－９）］
　表１に示すように単量体と添加物の種類および量を変える以外は実施例１と全く同様に
して実施例および比較例の共重合体組成物溶液Ａ－２～Ａ－４およびＡ－６～Ａ－９を得
た。
【００４２】
［実施例５（共重合体組成物溶液Ａ－５）］
　攪拌機、温度計、還流冷却器および窒素導入管を備えた反応装置に、窒素ガスを封入後
、酢酸エチル７５部、アセトン１５部、ブチルアクリレート６０部、２－エチルヘキシル
アクリレート２６部、２－ヒドロキシエチルアクリレート１部、２－メトキシエチルアク
リレート８部、リチウム塩（トリフルオロメタンスルホン酸リチウム）０．３部および重
合開始剤（アゾビスイソブチロニトリル）０．２部を仕込む。撹拌しながら溶剤の還流温
度で７時間反応する。反応終了後、カチオン系界面活性剤（ニューエレガンＡ）４部、過
塩素酸ナトリウム０．７部、トルエン９５部を添加して室温まで冷却する。粘度４，５０
０ｍＰａ・ｓ、固形分３５％である共重合体組成物溶液Ａ－５を得た。
【００４３】
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【００４４】
　表１中、単量体組成物、界面活性剤およびリチウム塩の種類を下記の略号で示した。
　　ＢＡ：ブチルアクリレート
　　２ＥＨＡ：２－エチルヘキシルアクリレート
　　２ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート
　　ＡＡｃ：アクリル酸
　　２ＭＥＡ：２－メトキシエチルアクリレート
　　ＡＣＭＯ：アクリロイルモルフォリン
　　カチオン－１：塩化アルキルビス（２－ヒドロキシルエチル）メチルアンモニウム（
ライオン（株）製、商品名エソカードＣ／１２）
　　カチオン－２：日本油脂（株）製、商品名ニューエレガンＡ
　　リチウム塩：トリフルオロメタンスルホン酸リチウム（三光化学工業（株）製、商品
名サンコウノールＥＡｃ－３０Ｔ）
【００４５】
［実施例６］
　実施例６は、実施例１で得られた共重合体組成物溶液Ａ－１の固形分１００部に対して
、架橋剤としてＢ－１であるヘキサメチレンジイソシアネート・イソシアヌレート型架橋
剤（旭化成ケミカルズ（株）製、商品名デュラネートＴＰＡ－１００）２部およびアセチ
ルアセトン２部を添加して充分に混合して粘着剤組成物を得た。この粘着剤組成物のポッ
トライフは良好であった。該粘着剤組成物を粘着剤層厚が２５μｍになるように、基材で
ある２５μｍ厚のポリエステルフィルムに直接塗工して、９０℃で６０秒乾燥させて粘着
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剤層を形成した後、粘着剤層面にシリコーンコートされた３８μｍ厚のポリエステルフィ
ルムセパレーターを被覆して表面保護フィルムを作製した。この表面保護フィルムは、２
３℃、５０％ＲＨ中で３日間養生後の粘着剤層の粘着力（０．３ｍ／分の剥離速度で、Ｊ
ＩＳ　Ｚ０２３７粘着テープ・粘着シート試験方法に準じて測定）は、０．１２Ｎ／２５
ｍｍで適度な強度であった。また、上記粘着剤層の表面抵抗は１０10Ωと有用な帯電防止
性を示した。さらに粘着剤層の基材に対する密着性、粘着剤層の透明性、粘着剤層の再剥
離性ともに良好であった。結果を表２に示す。
【００４６】
［実施例７］
　実施例７は、実施例６の架橋剤をＢ－２であるヘキサメチレンジイソシアネート・ビュ
レット型架橋剤（旭化成ケミカルズ（株）製、商品名デュラネート２１Ｓ－７５Ｅに変更
する以外は、実施例６と全く同様にして、粘着剤組成物および表面保護フィルムを得、実
施例６と同様に試験をした。結果は、粘着剤組成物、表面保護フィルムまたは粘着剤層に
関し、ポットライフ、３日間養生後の粘着力、表面抵抗、基材に対する密着性、透明性、
再剥離性の全てにおいて良好であった。結果を表２に示す。
【００４７】
［実施例８］
　実施例８は、実施例６の架橋剤をＢ－３であるヘキサメチレンジイソシアネート・ビュ
レット型架橋剤（旭化成ケミカルズ（株）製、商品名デュラネートＷ３３３０－７５Ｅ）
、およびアセチルアセトンを４部に変更する以外は、実施例６と全く同様にして粘着剤組
成物および表面保護フィルムを得、実施例６と同様に試験をした。結果は、粘着剤組成物
、表面保護フィルムまたは粘着剤層に関し、ポットライフ、３日間養生後の粘着力、表面
抵抗、基材に対する密着性、粘着剤層の透明性、再剥離性の全てにおいて良好であった。
結果を表２に示す。
【００４８】
［実施例９］
　実施例９は、実施例６の架橋剤をＢ－４であるイソシアヌレート型架橋剤（ヘキサメチ
レンジイソシアネート／イソホロンジイソシアネート＝７０／３０、旭化成ケミカルズ（
株）製、商品名デュラネートＴ４３３０－７５Ｂ）を４部、およびアセチルアセトンを６
部に変更する以外は、実施例６と全く同様にして粘着剤組成物および表面保護フィルムを
得、実施例６と同様に試験をした。結果は、粘着剤組成物、表面保護フィルムまたは粘着
剤層に関し、ポットライフ、３日間養生後の粘着力、表面抵抗、基材に対する密着性、粘
着剤層の透明性、再剥離性の全てにおいて良好であった。結果を表２に示す。
【００４９】
［実施例１０］
　実施例１０は、実施例２で得られた共重合体組成物溶液Ａ－２を使用して、架橋剤は実
施例６で使用したＢ－１を３部、およびアセチルアセトンを４部使用する以外は、実施例
６と全く同様にして粘着剤組成物および表面保護フィルムを得、実施例６と同様に試験を
した。結果は、粘着剤組成物、表面保護フィルムまたは粘着剤層に関し、ポットライフ、
３日間養生後の粘着力、表面抵抗、基材に対する密着性、粘着剤層の透明性、再剥離性の
全てにおいて良好であった。結果を表２に示す。
【００５０】
［実施例１１］
　実施例１１は、実施例３で得られた共重合体組成物溶液Ａ－３を使用して、架橋剤は実
施例６で使用したＢ－１を５部、およびアセチルアセトンを２部使用する以外は、実施例
６と全く同様にして粘着剤組成物および表面保護フィルムを得、実施例６と同様に試験を
した。結果は、粘着剤組成物、表面保護フィルムまたは粘着剤層に関し、ポットライフ、
３日間養生後の粘着力、表面抵抗、基材に対する密着性、粘着剤層の透明性、再剥離性の
全てにおいて良好であった。結果を表２に示す。
【００５１】
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［実施例１２］
　実施例１２は、実施例４で得られた共重合体組成物溶液Ａ－４を使用して、架橋剤は実
施例９で使用したＢ－４を２部、およびアセチルアセトンを３部使用する以外は、実施例
６と全く同様にして粘着剤組成物および表面保護フィルムを得、実施例６と同様に試験し
た。結果は、粘着剤組成物、表面保護フィルムまたは粘着剤層に関し、ポットライフ、３
日間養生後の粘着力、表面抵抗、基材に対する密着性、粘着剤層の透明性、再剥離性の全
てにおいて良好だった。結果を表２に示す。
【００５２】
［実施例１３］
　実施例１３は、実施例５で得られた共重合体組成物溶液Ａ－５を使用して、架橋剤は実
施例９で使用したＢ－４を２部、およびアセチルアセトンを３部使用する以外は、実施例
６と全く同様にして粘着剤組成物および表面保護フィルムを得、実施例６と同様に試験し
た。結果は、粘着剤組成物、表面保護フィルムまたは粘着剤層に関し、ポットライフ、３
日間養生後の粘着力、表面抵抗、基材に対する密着性、粘着剤層の透明性および再剥離性
の全てにおいて良好だった。結果を表２に示す。
【００５３】
［比較例５］
　比較例５は、比較例１で得られたカチオン系界面活性剤と過塩素酸ナトリウムを添加し
ない共重合体組成物溶液Ａ－６を使用した以外は、実施例６と全く同様にして表面保護フ
ィルムを得、実施例６と同様に試験をした。結果は、粘着剤層の表面抵抗が１０15Ωであ
って有用な帯電防止性を示さなかった。結果を表３に示す。
【００５４】
［比較例６］
　比較例６は、比較例２で得られた過塩素酸ナトリウムを添加しない共重合体組成物溶液
Ａ－７を使用した以外は、実施例６と全く同様にして表面保護フィルムを得、実施例６と
同様に試験をした。結果は、粘着剤層の表面抵抗が１０13Ωであって有用な帯電防止性を
示さなかった。結果を表３に示す。
【００５５】
［比較例７］
　比較例７は、比較例３で得られたカチオン系界面活性剤の含有量が、本発明の範囲外で
あり、かつ過塩素酸ナトリウムを使用しない共重合体組成物溶液Ａ－８を使用した以外は
、実施例６と全く同様にして表面保護フィルムを得ようとしたが、粘着剤層の透明性が悪
く、また、粘着物性が損なわれていた。結果を表３に示す。
【００５６】
［比較例８］
　比較例８は、比較例４で得られたカチオン系界面活性剤を添加しない共重合体組成物溶
液Ａ－９を使用した以外は、実施例６と全く同様にして表面保護フィルムを得、実施例６
と同様に試験をした。結果は、粘着剤層の表面抵抗が１０13Ωであって有用な帯電防止性
を示さなかった。結果を表３に示す。
【００５７】



(13) JP 4776272 B2 2011.9.21

10

20

30

40【００５８】



(14) JP 4776272 B2 2011.9.21

10

20

30

40

50

【００５９】
　表２および３中、架橋剤の種類を下記の略号で示した。
・Ｂ－１：ヘキサメチレンジイソシアネート・イソシアヌレート型架橋剤（旭化成ケミカ
ルズ（株）製、商品名デュラネートＴＰＡ－１００）
・Ｂ－２：ヘキサメチレンジイソシアネート・ビュレット型架橋剤（旭化成ケ　ミカルズ
（株）製、商品名デュラネート２１Ｓ－７５Ｅ）
・Ｂ－３：ヘキサメチレンジイソシアネート・ビュレット型架橋剤（旭化成ケミカルズ（
株）製、商品名デュラネートＷ３３３０－７５Ｅ）
・Ｂ－４：イソシアヌレート型架橋剤（ヘキサメチレンジイソシアネート／イ　ソホロン
ジイソシアネート＝７０／３０、旭化成ケミカルズ（株）製、商品名デュラネートＴ４３
３０－７５Ｂ）
【００６０】
試験方法
１．ポットライフ
　共重合体組成物溶液に架橋剤およびアセチルアセトンを配合後の粘度、液状態を測定・
観察する。
　　○：配合８時間後の粘度が、３０℃で５，０００ｍＰａ・ｓ未満のもの。
　　×：ゲル化するもの、または配合８時間後の粘度が、３０℃で５，０００ｍＰａ・ｓ
以上のもの。
【００６１】
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２．粘着力
　共重合体組成物溶液に架橋剤およびアセチルアセトンを添加して撹拌機にて約１０分間
混合して粘着剤組成物を得、該粘着剤組成物を粘着剤層厚が２５μｍになるように２５μ
ｍ厚のポリエステルフィルムに直接塗工して、９０℃で６０秒乾燥させた後、粘着剤層面
にシリコーンコートされた３８μｍ厚のポリエステルフィルムセパレーターを被覆して表
面保護フィルムを作製した。該表面保護フィルムを２３℃、５０％ＲＨ雰囲気中に３日間
放置したものを、０．３ｍ／分の剥離速度で、ＪＩＳ　Ｚ０２３７粘着テープ・粘着シー
ト試験方法に準じて粘着力を測定した。
【００６２】
３．表面抵抗
　２３℃、５０％ＲＨ雰囲気中に３日間放置した表面保護フィルムの粘着剤層面の表面抵
抗をハイレジスタンスメータで測定した。
【００６３】
４．基材に対する密着性
　２３℃、５０％ＲＨ雰囲気中に３日間放置した表面保護フィルムの粘着剤層面を指で擦
ったときの基材に対する密着性を評価した。
　　○：粘着剤が基材より全く剥がれない。
　　×：粘着剤が基材より剥がれる。
【００６４】
５．粘着剤層の透明性
　２３℃、５０％ＲＨ雰囲気中に３日間放置した表面保護フィルムの粘着剤層の透明性を
目視で観察した。
　　○：透明性良好。
　　×：白濁が見られる。
【００６５】
６．再剥離性
　２３℃、５０％ＲＨ雰囲気中に３日間放置した表面保護フィルムを偏光板に貼付した後
、９０℃の恒温槽で２４時間放置した後、２３℃、５０％ＲＨ雰囲気中に取り出し、同雰
囲気中で剥がしたときの再剥離の状態を目視で観察した。
　　○：粘着剤層残りや汚染性などなく良好。
　　×：粘着剤層残りや汚染性が見られる。
【産業上の利用可能性】
【００６６】
　本発明によれば、適度な粘着力を有し、基材に対する密着性が良く、優れた帯電防止性
を有し、再剥離性やポットライフも良好である粘着剤組成物を提供できる。該粘着剤組成
物を用いて形成した表面保護フィルムは、特に偏光フィルム、プラスチック板、家電製品
、自動車、電子機器などの表面保護フィルムとして有用である。また、本発明の粘着剤組
成物は架橋速度が早いことから、表面保護フィルムを製造する際に表面保護フィルムを加
熱熟成したり、室温で長期間養生する必要がなく、表面保護フィルムの生産性を向上させ
ることができる。
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